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 連結売上高 1兆4,662億円
 連結営業利益 551億円
 連結当期純利益 470億円
 純資産 3,161億円
 総資産 8,599億円
 従業員数（連結） 23,939名

会社概要

※2020年3月期

※buffet code 21/3/2付

純粋持株会社

広告事業会社 総合メディア事業 戦略事業組織



価値協創ガイダンス 3



1．価値観 4

1.1 企業理念と経営のビジョン
 7つの経営理念は、「生活者発想」と「パートナー主義」の2つのポリシーと表裏一体の関係であり、その実践が

ステークホルダーや社会への貢献につながると整理。
 生活者にとっての新しい価値の創造を図ることで、生活者一人一人がいきいきと生きられる社会の実現を目指す。

統合報告書2020 ４Ｐ～５Ｐ統合報告書2020 12Ｐ～13Ｐ

生活者発想＝発想の原点
パートナー主義＝ビジネスの原点

1. 顧客に対して、常に最善のサービスを提供し、ビジ
ネス価値の向上に貢献する。

2. メディアの革新と向き合い、メディア価値の向上に
貢献する。

3. 世界的にネットワークを展開し、サービス網の充実
をはかる。

4. 生活者から発想することで、人々の次世代の豊かさ
を創造し、社会の発展に寄与する。

5. 自由と自立を尊重し、多様な個性とチーム力を価値
創造の源泉とする。

6. 自立と連携の精神で新しい挑戦を続け、マーケティ
ングの進化とイノベーション創出をリードする、世
界一級の企業集団を目指す。

7. 企業価値の継続的な向上をはかり、株主からの信頼
と期待に応える。

ＢtoBながら、
「toCでの発想力」を
競争力の源泉にしている

（「生活者」のエキスパートだから、広告主の「パートナー」になれる）



1．価値観 5

1.2 社会との接点
 メディアの代理店→クライアントの代理店→→→「すべてのお取引先の価値創造パートナー」へ。
 この流れを汲み、広告・プロモーション⇒マーケティング⇒事業戦略と領域を拡張しつつ、00年以降は、

統合マーケティングソリューション・戦略事業領域「kyu」・グループのデジタル戦略強化に取り組む。

統合報告書2020 16Ｐ～17Ｐ



２．ビジネスモデル 6

2.1 市場勢力図における位置づけ
 国内広告市場におけるマーケットシェアは22.3％で国内2位（首位は電通グループでシェアが約3割）。
 世界においても21か国で展開し、世界11位。またそのクリエイティビティは国内外の様々な広告賞を受賞しており、

高い評価を獲得している。

統合報告書2020 21Ｐ 統合報告書2020 29Ｐ

「toB」「toC」の
掛け合わせが、
高いクリエイティビティ
に表現される



２．ビジネスモデル 7

2.1 市場勢力図における位置づけ
 最近では、インターネット広告市場において急成長するサイバーエージェントが市場の注目を集める。



２．ビジネスモデル 8

2.1 市場勢力図における位置づけ
 時価総額では一時電通グループを上回るなど、今後への期待が高く反映されている状況。

サイバーエージェント時価総額、電通に肉薄
ネット広告成長で8200億円
日本経済新聞 20/10/28付

※buffet code 21/3/2付

※日本経済新聞 21/3/2付

（億円）（百万円）



２．ビジネスモデル 9

2.2 競争優位を確保するために不可欠な要素

 コアエンジンは、「生活者データ/テクノロジー」×「クリエイティビティ/統合力」の掛け合わせが生む、

「統合マーケティングソリューション」であり「イノベーションデザイン」。
 商材も、広告プロモーションからマーケティング、事業戦略領域まで幅広く拡大。出口としての商材には、TVCMや

イベントではなく、コンタクトセンターや人材派遣など純粋に「広告」とは想起しづらいものも多くなってきている。

統合報告書2020 26Ｐ～27Ｐ

生活者データ

テクノロジー

クリエイティ
ビティ

統合力



２．ビジネスモデル 10

2.2 競争優位を確保するために不可欠な要素
 コアエンジンの源泉は、グループ最大の資産である「人材」。

統合報告書2020 26Ｐ～27Ｐ

（私なりの解釈）
中期の競争優位はどこから生まれるか

↓

広告主や媒体社をはじめ
とした顧客基盤への強固
なネットワーク力を発揮
できる「人材プール」
（＝人的資本・社会/関係資本）

＊博報堂単体で19年度1円以上の売上のあった
広告主が2,093社）生活者データ

テクノロジー

クリエイ
ティビティ

統合力



３．持続可能性・成長性 11

3.1 ＥＳＧに対する認識
 E（Enviroment）視点では、環境方針や環境管理体制を明示。環境マネジメントへの目標と実績モニタリングも。

統合報告書2020 82Ｐ～83Ｐ



３．持続可能性・成長性 12

3.1 ＥＳＧに対する認識
 S（Social）視点では「責任あるコミュニケーション開発（A）」「サプライチェーンへの取り組み(ガイドラインの

明示）（B)」「ダイバーシティ＆インクルージョンへの方針（C)」を示している。

統合報告書2020 79Ｐ～81Ｐ

A)クリエイティブに向き合う時の行動指針として「クリエイティブ・アウトプット・ポリ
シー」を定める

B)1. 私たちは健全かつ公正で対等なパートナーシップに基づく取引を行います。
2. 私たちは法令を遵守した取引を行います。
3. 協力会社の選定にあたってはコンプライアンスへの取り組みを充分に考慮します。
4. 協働していただく皆様にお願いする事項を「博報堂調達ガイドライン」として定める

C) 多様な人材の活躍（＝「粒揃いより、粒ちがい」「チームの力」）、女性活躍推進、
障害者雇用の促進、ダイバシティの推進



３．持続可能性・成長性 13

3.1 ＥＳＧに対する認識
 G（Governance）視点では、社内取締役9名、社外取締役3名の体制。実効性評価に対する考え方、役員報酬

等を明示。

統合報告書2020 84Ｐ～87Ｐ



３．持続可能性・成長性 14

3.1 ＥＳＧに対する認識
 一方で、直近で2件の大きな不正が起きており課題ありと認識。



３．持続可能性・成長性 15

3.2 主要なステークホルダーとの関係性の維持
 国連関係機関、アカデミア、企業、省庁・自治体、NPO・ＮＧＯ、市民社会等の様々なステークホルダーと協働し、

「SDGsの普及啓発への取り組み」「クライアントやメディアとの協業」「コンサルティングやイノベーション共
創」等を通じて、未来をつくるクリエイティビティを発揮し、SDGsを社会に浸透させ、社会実装していくことによ
り、生活者一人ひとりがいきいきと活躍できる社会の実現を目指す。

統合報告書2020 73Ｐ～76Ｐ



３．持続可能性・成長性 16

3.3 事業環境の変化リスク
 サステナビリティ理念を掲げるとともに、そのゴールの実現に向けてマテリアリティを特定

 機会のマテリアリティ
 リスク対応が必要なマテリアリティ

統合報告書2020 70Ｐ～72Ｐ



４．戦略 17

4.1 バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善
 オールデジタル化による大変革時代の到来、という環境変化を捉え、企業のマーケティングの強化と創出をリード。

それにより生活者・社会全体に新たな価値とインパクトを与えづける存在になることが中期基本戦略。
 積極的な投資により3つの成長基盤を強化。

 広義デジタル領域でのリーディングポジションの確立
 ボーダレスする企業活動への対応力強化
 外部連携によるイノベーションの加速

統合報告書2020 56Ｐ～57Ｐ



４．戦略 18

4.2 経営資源・無形資産等の確保・強化
 「社員の成長」と「会社の成長」をつなげ、最大の資産である人材の「クリエイティビティ」を開発するための

各種取り組みを実施。
 多様な研修プログラム
 イノベーション(経営創発プログラム/Growth Action Program）
 日々の仕事を超えた成長機会
 社員の能力発揮を支えるセミナー

統合報告書2020 52Ｐ～53Ｐ



４．戦略 19

4.3 ESG・グローバルな社会課題（SDGs等）の戦略への取り込み
 国連関係機関、アカデミア、企業、省庁・自治体、NPO・ＮＧＯ、市民社会等の様々なステークホルダーと協働

し、「SDGsの普及啓発への取り組み」「クライアントやメディアとの協業」「コンサルティングやイノベー
ション共創」等を通じて、未来をつくるクリエイティビティを発揮し、SDGsを社会に浸透させ、社会実装して
いくことにより、生活者一人ひとりがいきいきと活躍できる社会の実現を目指す。

統合報告書2020 73Ｐ～76Ｐ

再
掲



４．戦略 20

4.4 経営資源・資本配分(キャピタルアロケーション）戦略
 中期経営計画に記載の3つの成長領域における具体的アクションを示し、グループの中で各領域における経営

資源を優先して配分していく。
 広義デジタル領域でのリーディングポジションの確立
 ボーダレスする企業活動への対応力強化
 外部連携によるイノベーションの加速

統合報告書2020 58Ｐ～60Ｐ



５．成果と重要な成果指標（K P I） 21

5.1 財務パフォーマンス
 中期経営計画で重視している主要指標は「のれん償却前営業利益」。近年は増加傾向。
 業種別には「情報・通信」「自動車・関連品」「飲料・嗜好品」が三大業種。

 （コロナ禍では、クライアントポートフォリオ的には苦戦）
 種目別にはマスメディアの構成割合が3分の2ほどを占めており、中でも「テレビ」「インターネット」で過半

を占める。

統合報告書2020 20Ｐ、102～103P



５．成果と重要な成果指標（K P I） 22

5.2 戦略の進捗を示す独自KPIの設定
 中期経営計画で重視している主要指標は「のれん償却前営業利益」。重点指標として各種成長率やOM率、の

れん償却前ROEや、株主還元等を定める。
 しかし、コロナ影響で先行き不透明なためいったん中期経営計画の目標値は取り下げ、改めて設定することに。

中期経営計画 19～20Ｐ 統合報告書2020 20Ｐ



５．成果と重要な成果指標（K P I） 23

5.3 企業価値創造と独自KPIの接続による価値創造設計
 中期経営計画の3つの成長領域を、具体的な領域に落とすと「インターネットメディア事業の面の拡大＝売上

高2倍以上」と「海外事業の利益ある成長=売上総利益2倍以上/のれん償却前OM率の継続的な改善」となる。
ただ、こちらも目標値は取り下げ、改めて設定することに。

 そのための人材投資は積極的に実施。

中期経営計画 21Ｐ

統合報告書2020 28P、58Ｐ～60P



５．成果と重要な成果指標（K P I） 24

5.4 資本コストに対する認識
 配当については、「安定かつ継続して実施すること」を基本方針に。下限は一株あたり5.0円。
 自社株買いについても株主還元および資本効率向上のための手段、また機動的な資本政策の遂行のため必要に

応じ実施していく方針。

統合報告書2020 21Ｐ



５．成果と重要な成果指標（K P I） 25

5.5 企業価値創造の達成度評価
 前中計については上方修正後の目標水準を過達。
 既存事業会社のオーガニック成長と、M&Aによる押上効果を両立。

中期経営計画 4Ｐ～5P



6 . ガバナンス 26

6.1 経営課題解決にふさわしい取締役会の持続 ／ 6.4 戦略的意思決定の監督・評価
6.7 取締役会の実効性評価のプロセスと経営課題
 「取締役会」「監査役会」「報酬委員会・指名委員会」「経営会議・拡大経営会議」といった4つの会議体を使う

コーポレートガバナンス体制を構築している。
 取締役会の実効性を分析・評価するため、外部機関を活用し、「取締役会評価に関する質問票」をすべての取締役

および監査役に配付し、その回答を外部機関が客観的な立場から取りまとめ、その集計・分析結果に基づき、取締
役会における分析・評価を行うようにしている。

統合報告書2020 84～86P



6 . ガバナンス 27

6.2 社長、経営陣のスキルおよび多様性 ／ 6.3 社外役員のスキルおよび多様性
 1年に一度、取締役会にて「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を設定。
 取締役会に加え、「報酬委員会」や「指名委員会」には社外取締役が参画することで、スキル及び多様性を

もたらす運営に取り組んでいる。
 社外取締役は、元最高検察庁刑事部長の松田昇氏、元コールドマン・サックスのMDの服部暢達氏、元NTT

データ代表取締役社長の山下徹氏、と多様性に富むメンバーで構成。

統合報告書2020 84P、87P、92P～93P



6 . ガバナンス 28

6.5 利益分配に関する方針
 配当については、「安定かつ継続して実施すること」を基本方針に。下限は一株あたり5.0円。
 自社株買いについても株主還元および資本効率向上のための手段、また機動的な資本政策の遂行のため必要に

応じ実施していく方針。

統合報告書2020 21Ｐ

再
掲



6 . ガバナンス 29

6.6 役員報酬制度の設計と結果
 「年額報酬」「年次賞与」「株式型報酬」で構成。決定方針は報酬委員会の審議を踏まえて取締役会で決定

し、個別の報酬金額の決定は、透明性と合理性の担保のため報酬委員会の審議を踏まえ、取締役会の委任によ
り代表取締役社長が決定する。

 結果については統合報告書に掲載する。

統合報告書2020 86P～87P



まとめ 30

• 「ヒトが資産」として、競争力の源泉を人材に置く。その人材（≒人的資本）に積極投資することで、
生活者発想やパートナー主義といったフィロソフィーを体現し、企業、そして社会に対し価値ある提案
を行う。

企業理念
＝生活者発想
×パートナー主義

競争力の源泉
＝広告主や媒体社をはじめ
とした顧客基盤への強固な
ネットワーク力を発揮でき
る「人材プール」（＝人的資本・社会/

関係資本）

※ （作成した感想）売上総利益に占める人件費の割合が55％、販管費に占める人件費の割合は66％にもなる会社のため、投下資本を定量的
に表現しきれない部分も多く、抽象度の高い価値協創モデルになってしまっているのが悩ましい部分。またポストコロナでDXが急速に進
む中、「人材」が競争力の源泉であるモデルは今後段違いのデジタルソリューションを持つ競合によっては破壊される懸念もある。


